
 

様式第39号（内規第６条関係） 
 

監査契約（締結・変更・解除）報告書 
（該当のものを○印で囲んでください。） 

日本公認会計士協会 御中 
本報告書の提出日       年   月   日 

 
監査契約を行った会員名                      

（注）共同監査の場合は代表者１名が記名してください。 

（フリガナ） 

1．被監査会社等の名称                                

学校法人の場合：設置する学校名                           

2．被監査会社等の法人マイナンバー                            

3．本店所在地                                      

4．対象となる事業年度又は会計年度  （（注）解除の場合は最終事業年度を記載してください。） 

     年   月   日 から      年   月   日まで  

5．監 査 の 目 的（該当の番号を○印で囲んでください。） 

1 金融商品取引法又はこれに準ずる監査関係 20 一般社団法人・一般財団法人監査関係 

2 会社法・保険業法監査関係 21 公益社団法人・公益財団法人監査関係 

3 信用金庫・農林中金監査関係 22 医療法監査関係 

4 労働金庫監査関係 23 中小企業等協同組合監査関係 

5 信用組合監査関係 24 消費生活協同組合監査関係 

6 私立学校法監査関係 25 漁業信用基金協会監査関係 

7 私立学校振興助成法監査関係 26 全国健康保険協会監査関係 

8 学校法人寄附行為等の認可申請監査関係 27 有限責任監査法人監査関係 

9 政党助成法監査関係 28 日本放送協会監査関係 

10 地方自治法に基づく包括外部監査関係 29 地方公共団体金融機構監査関係 

11 地方自治法に基づく個別外部監査関係 30 日本年金機構監査関係 

12 特定目的会社監査関係 31 日本司法支援センター監査関係 

13 投資事業有限責任組合監査関係 32 子ども・子育て支援法監査関係 

14 投資法人監査関係 33 農業協同組合・連合会監査関係 

15 独立行政法人監査関係 34 暗号資産交換業者監査関係 

16 地方独立行政法人監査関係 35 社会福祉法監査関係 

17 国立大学法人監査関係 36 漁業協同組合・連合会等監査関係 

18 農業信用基金協会監査関係 37 特定複合観光施設区域整備法監査関係 

19 信託法監査関係 38 電子決済手段等取引業者の監査関係 

（注）子ども・子育て支援法監査関係は、当面業務会費の対象ではありません。（監査実施報告書の提出は必要。） 

（注）私立学校法と私立学校振興助成法等の監査が重複する場合は、それぞれ該当の番号を〇印で囲んでくださ

い。 

6．金商法監査の場合 連結の有無 (1) 有 (2) 無  ＥＤＩＮＥＴコード（       ） 

7．監査責任者又は業務執行社員、指定社員若しくは指定有限責任社員の氏名及び登録番号等 

氏  名 登録番号 備 考 氏  名 登録番号 備 考 

      

      

（注）共同監査の場合は備考に事務所名等を記載してください。 

8．監査報酬の契約額等 

監査報酬の契約額（注1）  千円（消費税等を除く。） 

監査見積時間数（注2）  時間 

（注1）「5.監査の目的」に該当する監査報酬のみを記載し、法定監査以外の報酬は含めないでください。 

（注2）監査従事者(監査責任者、公認会計士及びその他)の監査見積時間数（合計時間数）を記載してください。 

9．業務会費の負担者 

  

  

10．監査契約（締結・変更・解除）の日        年  月  日 

  変更又は解除事項 
                                              
（注）締結・変更・解除の記載に当たっては、監査契約のカッコ内の該当する部分を○で囲み記載してください。 


